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定期観測｜実施の全体像

昨年度は、最新の供給計画の需要想定との差異等について簡易的な分析を行った。
今年度は、需要・供給力ともに代表指標等も含め詳細な分析を実施する。

2026年1月

2026年度供給計画
(需要想定)公表

定期観測
(簡易分析)

定期観測
(詳細分析)

供給計画とりまとめ・
総合エネルギー統計等公表

今年度以降

分析項目※1

(需要)

✓ 総需要
✓ 供給計画において個別計上のある要素

(データセンター・半導体)の需要
✓ 供給計画と共通の代表指標等(IIP・人口)

(供給)

✓ 大規模電源(原子力・火力)

分析項目※2

(需要)

✓ 各需要要素(電化・省エネ・鉄鋼・自家発 etc)

✓ 各要素に対する代表指標等
(供給)

✓ 各供給要素(原子力・各再エネ・火力)

✓ 各要素に対する代表指標等

昨年度

4月 10月

2

※1 2026年2月末時点での公表情報を基に実施
※2 2026年9月末時点での公表情報を基に実施

概要版対象
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定期観測の分析方法(詳細分析)
定期観測の分析方法は、エネルギー統計・供給計画などの公表情報に基づいて、現
状分析および今後の見通しを推定し、その後モデルケースとの差異要因を特定した。

1

現状分析
エネルギー統計・供給計画などの公表情報に基づき、以下の点について現状分析を実施
・需要要素、供給要素、各代表指標等

実施事項

2

今後の見通し(推定値)

現状分析の結果を踏まえ、2035年度(火力のみ2040年度)の値を要素毎に推定

3

モデルケースとの差異分析
2040年度(2050年度)のモデルケース値と推定値の差異を分析

4

今後特に留意すべき事項を把握
安定供給の観点で今後特に留意すべき事項を提示

概要版対象
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今後特に留意すべき事項
・データセンター・半導体等DX関連需要の更なる拡大
・電炉化・EV化・自家発減少等GX関連需要の本格的
な増加

人口減少の影響を受ける内需産業等、電力需要が減少している産業は一部あるもの
の、データセンターを中心にDX関連需要が増加しており、この傾向が継続すれば、
2035年度の電力需要は9,700億kWh程度と推定され、2040年度の需要モデルケース
と概ね同程度の水準で推移している。

定期観測(まとめ①)~需要~

現状分析
民生：世帯数の伸び等により家庭用需要は概ね横ば
い。業務用需要は、2023年度に一部店舗の時短営業
等により電力需要は減少したものの、第三次産業従
事者数の増加によるオフィス需要増加などもあり至近
では横ばい

産業：輸出産業等による需要増加は確認できたものの、
繊維産業など内需産業を中心に電力需要は減少
DX：データセンター・半導体・通信ネットワーク需要増
加が顕在化してきている
GX：現段階では顕著な需要増加は確認できなかった
ものの、電炉化・EV化の進展や自家発減少の動きが
見られる

今後の見通し(2035年度推定)
民生：人口減少はあるものの、世帯数の伸び・オフィス
需要増加などもあり、今後も横ばいで推移
産業：DX進展に伴う電子部品産業等による増加が見

込まれるものの、繊維産業など内需産業等の需要減
も合わせ、全体として微減で推移
DX：データセンター・半導体・通信ネットワーク需要増
加により、大幅な電力需要増が見込まれる
GX：電炉化・EV化の進展、自家発減少などにより、微
増が見込まれる

概要版対象

需要(需要地併設型太陽光による自家消費控除前：送電端)

民生 産業 DX GX

オフィス需要増加等により
概ね想定の上限付近で
推移

内需産業による需要減
少等により概ね想定の
下限付近で推移

データセンター拡大等
により概ね想定の上限
付近で推移

GX関連需要の拡大は、
まだ限定的であり、

概ね想定の下限付近で
推移

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2035 2040 2050

単位：億kWh
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要素グループ単位でのモデルケースとの差異
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実績値 推定値 モデルケース設定値凡例：
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中小水力の開発が限定的となっている等、想定の下限付近で推移している電源はあ
るものの、長期脱炭素電源AXのLNG専焼枠として3,900~5,500万kWが設定されたこ
と等により、2040年度の供給力モデルケースと概ね同程度の水準で推移している。

定期観測(まとめ②)~供給力~

現状分析／今後の見通し
・原子力：2025年度は柏崎刈羽6号機
が再稼働。今後の再稼働等の動向に
留意

・太陽光：併設型太陽光を中心に拡大。
事業用太陽光も伸びは鈍化しながらも
拡大
・風力：陸上は過去トレンドと同程度に
拡大継続。洋上は今後拡大見通し
・水力：中小水力の開発は一部あるも
のの、拡大は限定的
・バイオ・地熱：バイオマスを中心に拡
大。今後の伸びは鈍化する見通し

・揚水：補修の増加等により停止率が
高止まり
・蓄電池：併設型・系統用ともに拡大
・火力：リプレース公表よりもプラント廃
止公表の方が多いものの、長期脱炭
素電源AXにより回復見通し

今後特に留意すべき事項
・原子力の再稼働・リプレース等の動向
・長期脱炭素電源AX(LNG専焼枠)の応
札状況等

概要版対象

要素単位でのモデルケースとの差異

バイオマス・地熱 揚水 蓄電池 火力

バイオマスが大きく拡大。今
後の伸びは鈍化するものの、
概ね想定の上限付近で推移

停止率の増加が想定の
範囲内に留まっており、
概ね想定どおりで推移

併設型・系統用ともに
拡大傾向であり、概ね
想定どおりで推移

長期脱炭素電源AXの
LNG専焼枠の設定によ
り上限付近で推移

原子力 太陽光 風力 水力
2025年度柏崎刈羽6号機
再稼働。今後も再稼働等の
動向に留意

併設型太陽光を中心に
拡大傾向であり、概ね
想定どおりで推移

陸上風力・洋上風力
ともに拡大傾向であり、
概ね想定どおりで推移

中小水力の開発が限定
的となるなど、概ね想
定の下限付近で推移

2019 2025 2035 2040
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実績値 推定値 モデルケース設定値凡例：
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民生
①基礎的需要(家庭)
③基礎的需要(業務)
②④⑤省エネ+電化等(民生)

概要版対象
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民生需要

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、「参考指標：家庭需要※1」+「参考指標：業務需要※2」にて推定
• モデルケース別設定値は、報告書※3記載の設定値

単位：億kWh

家庭用需要は人口減少の中でも世帯数増加等により横ばいで推移しつつ、業務用需
要は2023年度に飲食店等の時短営業の影響は見られたものの、オフィス・福祉施設を
中心とした需要増により民生需要の2024年度実績値は前年度から+90億kWhとなっ
た。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降は2019年度と同程度の水準で推移
することが見込まれる。

【民生】

※1詳細は10頁にて記載 ※2詳細は18頁にて記載
※3 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値実績値(コロナ禍影響あり)

概要版対象
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参考指標：家庭需要

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、「基礎的需要(家庭)」+「省エネ+電化等(家庭)」にて推定

単位：億kWh

家庭用需要の2024年度実績値は、2,590億kWhと人口減少の中でも世帯数の増加等
により2019年度比でほぼ横ばいで推移。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降
は2019年度と同程度の水準で推移することが見込まれる。

【民生】家庭需要

凡例： 実績値 推定値実績値(コロナ禍影響あり)

概要版対象
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基礎的需要(家庭)は、｢世帯数×2019年度世帯あたりの電力需要｣と定義されている
ため、2024年度実績値は世帯数の増加に伴い2019年度比で+100億kWhとなる。今

後は人口減少の中でも世帯数はほぼ横ばいで推移することが想定されているため、
2030年度以降は2024年度と同程度の水準で推移することが見込まれる。
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基礎的需要(家庭)モデルケースと実績値等との比較

【各値の設定方法】
• 実績値は、2019年度実績値に各年度世帯数※1の2019年度比を乗じて算出
• 推定値は、2019年度実績値に国立社会保障・人口問題研究所の世帯数推計値を使用し、2019年度比を乗じて推定
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

単位：億kWh

※1 総務省「令和7年国勢調査 人口速報集計」「令和2年国勢調査 人口等基本集計」より算出
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

【民生】需要①基礎的需要(家庭) 概要版対象
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代表指標<1>：総世帯数

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

単位：万世帯

総世帯数の2025年度実績値は、5,650万世帯と2019年度比で250万世帯増加。今後
は2030年度の5,710万世帯をピークとして緩やかに減少することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、国勢調査における一般世帯数より算出。ただし、2021-2024年度は事務局にて線形補間して算出
• 推定値は、国立社会保障・人口問題研究所の世帯数推計値を使用
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

【民生】需要①基礎的需要(家庭) 概要版対象
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参考指標：人口

2025年度の人口は12,305万人※1と、2020年度時点の将来推計人口における出生中
位死亡中位に近い形で推移している。

凡例： 実績値 推定値

出生高位死亡低位※2

出生中位死亡低位※2

出生中位死亡中位※2

出生低位死亡低位※2

出生低位死亡高位※2

単位：万人

※1 総務省「令和7年国勢調査 人口速報集計」を参照
※2国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和5年推計)」を参照

【民生】需要①基礎的需要(家庭) 概要版対象
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参考指標：省エネ+電化等(家庭)

【各値の設定方法】
• 実績値は、「参考指標：家庭需要」－「基礎的需要(家庭)」にて算出
• 推定値は、「参考指標：省エネ+電化等(単身世帯増加)」+「参考指標：省エネ+電化等(単身世帯影響分除く)」にて推定

単位：億kWh

省エネ+電化等(家庭)の2024年度実績値は、単身世帯増加による1世帯あたりの需要
減少等により2019年度比で▲140億kWh。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以
降は2019年度比▲200億kWh程度で推移することが見込まれる。

基準年

【民生】需要②④⑤省エネ＋電化等(民生)

凡例： 実績値 推定値実績値(コロナ禍影響あり)

概要版対象
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参考指標：省エネ+電化等(単身世帯増加)

【各値の設定方法】
• 実績値および推定値は「(当該年度の単身・高齢世帯×2019年度単身・高齢世帯における1世帯あたりの消費電力※1)を世帯
類型毎※2に足し合わせたもの-(当該年度世帯数×2019年度1世帯あたりの消費電力)」にて算出

単位：億kWh

省エネ+電化等(単身世帯増加)の2024年度実績値は2019年度比で▲60億kWh。今

後も単身世帯の増加が見込まれているため、当面この減少傾向は継続すると見込ま
れる。

凡例： 実績値 推定値

基準年

※1 環境省「平成31年度 家庭部門のCO2排出実態統計調査」より算出
※2世帯類型は「単身・高齢、単身・若中年、夫婦・高齢、夫婦・若中年、夫婦と子・高齢、夫婦と子・若中年、その他・高齢、その他・若中年」の8類型

【民生】需要②④⑤省エネ＋電化等(民生) 概要版対象
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参考指標：省エネ+電化等(単身世帯影響分除く)

【各値の設定方法】
• 実績値は、「参考指標：省エネ+電化等(家庭)」－「参考指標：省エネ+電化等(単身世帯増加)」にて算出
• 推定値は、気温影響※とその他省エネ・電化の影響の至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の減少を見込んで推定

単位：億kWh

至近では、電化の進展に加えて夏季の気温上昇や冬季の気温低下に伴う冷暖房需要
が増加する一方、省エネによる需要減少がその増加分を上回っている。今後も同傾向
が継続すれば、2030年度以降は2019年度比▲100億kWh程度で推移することが見
込まれる。

※ 詳細は次頁を参照

基準年

凡例： 実績値 推定値実績値(コロナ禍影響あり)

【民生】需要②④⑤省エネ＋電化等(民生) 概要版対象



PwC 17

+30

+60
+50

+90

+130

+0

+50

+100

+150

2019 2020 2021 2022 2023 2024

参考指標：気温影響

【各値の設定方法】
• 実績値は、家庭の「2019年度比の冷房度日増減×1冷房度日あたりの消費電力」と「2019年度比の暖房度日増減×1暖房度
日あたりの消費電力」より算出

単位：億kWh

冷房・暖房度日は年々増加傾向。特に至近2年はその影響が顕著になってきており、
2024年度は、2019年度比+130億kWh程度となっている。

※1札幌、仙台、東京、名古屋、富山、大阪、広島、高松、福岡を選定※2 日本エネルギー経済研究所「EDMC エネルギー・経済統計要覧 2021年版」を参照  

※3 気象庁「過去の気象データ」より算出

凡例： 実績値

基準年

【冷房/暖房度日および1冷房/暖房度日あたりの消費電力の算出方法補足】
• 冷房・暖房度日は、エリア毎に「代表都市※1の差分温度合計値×世帯数」を用いて各年度の冷房・暖房度日を算出

• 冷房度日の基準温度※2は、日平均24℃以上の日を対象に22℃との差分温度をカウント※3

• 暖房度日の基準温度※2は、日平均14℃以下の日を対象に14℃との差分温度をカウント※3

• 各年度の冷房/暖房度日算出結果は下表のとおり

• 1冷房・暖房度日あたりの消費電力は、「2019年度の冷房・暖房の消費電力※2 ÷冷房/暖房度日」により下記のとおり算出
• 1冷房度日あたりの消費電力：0.56 kWh/℃・日・世帯
• 1暖房度日あたりの消費電力：0.75 kWh/℃・日・世帯

度日(℃・日・億世帯) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

冷房 237 244 224 280 343 363

暖房 441 473 532 472 471 513

【民生】需要②④⑤省エネ＋電化等(民生) 概要版対象
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参考指標：業務需要

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、エリア配賦の考え方を基に業務のカテゴリー毎に需要を推定

単位：億kWh

業務用需要は2023年度に飲食店等の時短営業の影響による需要減が見られたもの
の、2024年度実績値はオフィス・福祉施設を中心とした需要増により前年度から+80

億kWhとなった。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降は3,500億kWh程度で
推移することが見込まれる。

【民生】業務需要

凡例： 実績値 推定値実績値(コロナ禍影響あり)

概要版対象
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参考：時短営業

2023年度に人手不足等の影響で小売業・飲食店の時短営業があり、2019年度比で
大きく電力需要が減少している。

※1資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を参照
※2各社公表情報に基づき事務局にて作成

事業者・場所 営業状況

大手外食チェーン
2023年3月より一部店舗の深夜営業を再開したが、2019年度と比較すると
実施店舗数および営業時間が短縮

大手コンビニ
2019年11月より深夜休業ガイドラインを作成。
2026年現在、国内店舗の約6%にあたる約1,400店で営業時間を変更

大手家電量販店 2023年5月より一部の店舗において、通常営業時間を9時間に短縮

大手ショッピングセンター 2023年10月より一部店舗において、閉店時間を1時間繰り上げ

単位：億kWh
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凡例： 実績値 実績値(コロナ禍影響あり) 単位：億kWh 凡例： 実績値 実績値(コロナ禍影響あり)

小売業の電力需要※1 飲食店の電力需要※1

時短営業実施例※2

【民生】業務需要 概要版対象
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参考：業務需要の推定値算出方法

基礎的需要(業務)に関しては、各カテゴリの業務用床面積を目的変数として、
それぞれの業種特性に応じた説明変数を設定の上、回帰分析を実施した。

カテゴリ 説明変数(単位)

データ期間※1

(過去6年間又
は10年間で決
定係数が高い
方を採用)

現在の需要
値(2019年時
点、億kWh)

回帰式

x係数
(千m2/各単位)

決定係数
(R2)※2 t値※3

事務所ビル 第三次産業従事者数(万人)※4 2015～2024 860 56 0.91 8.75

卸小売 外国人宿泊者数(百万人泊) 2015～2024 790 137 0.93 7.54

飲食店 外国人宿泊者数(百万人泊) 2015～2024 80 24 0.96 10.45

保育園
0-6歳人口(千人)×25-44歳女性就
業率(%)

2019～2024 60 6 0.85 4.70

大学 20-24歳人口(千人)×大学進学率(%) 2015～2024 130 17 0.94 11.44

小中学校、高校 7-18歳人口(千人) 2015～2024 400 2 0.96 14.74

ホテル 外国人宿泊者数(百万人泊) 2015～2024 130 46 0.91 6.34

娯楽施設 外国人宿泊者数(百万人泊) 2015～2024 60 7 0.86 4.98

病院 65歳以上人口(千人) 2019～2024 210 8 0.78 3.77

福祉施設 65歳以上人口(千人) 2015～2024 120 9 0.87 7.33

その他 総人口(千人) 2015～2024 490 3 0.85 6.65

業種別の床面積と各説明変数の回帰分析結果

【民生】業務需要 資料2-1 全国の電力需給シナリオを踏まえたエリア別シナリオ策定の検討状況の報告についてより再掲
概要版対象

※1 各年の人口に関連するデータは総務省統計局「人口推計」を参照
※2 決定係数：実際のデータのバラつきのうち、回帰式で説明できる割合。0～1で示され、1に近いほど予測が適合する
※3 t値：回帰係数を標準誤差で除した値。t値の絶対値が2以上であれば、有意水準5%で統計的に有意だとみなされる
※4 卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、医療、福祉業の従事者数を除く
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参考：第三次産業従事者数

【各値の設定方法】
• 実績値は生産年齢人口(15~64歳)×就業率×第三次産業従事率※から試算。就業率は総務省「労働力調査」、第三次産業従
事率は総務省「国勢調査」の数値を採用(詳細は次頁以降)

• 推定値は、生産年齢人口は社人研・将来推計人口・世帯数の「出生中位(死亡中位)推計」を参照し、2030年の生産年齢人口
(15-64歳)を採用。女性就業率および第三次産業従事率は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の増加を見込んで
推定

第三次産業従事者数の2024年度実績値は2,470万人と2019年度比+140万人。今後
も同傾向が継続すれば、2030年度以降は2,600万人程度で推移することが見込まれ
る。

単位：万人

【民生】業務需要

凡例： 実績値 推定値

※第三次産業従事率＝第三次産業従事者数(卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、医療、福祉業を除く)/総就業者数で計算

概要版対象
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参考：男女別就業率

【各値の設定方法】
• 実績値は、総務省「労働力調査」の数値を採用
• 推定値は、男性就業率は至近の実績を踏まえ横ばい、女性就業率は2030年度まで一定程度の増加を見込んで推定

就業率の2025年度実績値は、男性は2019年度とほぼ横ばい、女性は2019年度比4

ポイント上昇。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降は男性85%、女性79%程
度で推移することが見込まれる。

単位：%

【民生】業務需要

凡例： 実績値(男性) 推定値(男性)実績値(女性) 推定値(女性)

概要版対象
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参考：男女別第三次産業就業率

【各値の設定方法】
• 実績値※は、総務省「国勢調査」の数値を採用
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の増加を見込んで推定し算出

第三次産業就業率の2024年度実績値は、男性は2019年度とほぼ横ばい、女性は
2019年度比4ポイント上昇。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降は男性44%、
女性46%程度で推移することが見込まれる。

単位：%

【民生】業務需要

凡例： 実績値(男性) 推定値(男性)実績値(女性) 推定値(女性)

※第三次産業就業率＝第三次産業従事者数(卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、医療、福祉業を除く)/総就業者数で計算

概要版対象



PwC 24

120

20
α

20

120

160
180

260 260

0

50

100

150

200

250

300

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2030 2035

参考：外国人宿泊者数

【各値の設定方法】
• 実績値は、観光庁「宿泊旅行統計調査」を基に算出
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、 2030年度まで一定程度の増加を見込んで推定し算出

外国人宿泊者数の2025年度実績値は180百万人泊と2019年度比+60百万人泊。
今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降は260百万人泊程度で推移することが見
込まれる。

単位：百万人泊

【民生】業務需要

凡例： 実績値 推定値実績値(コロナ禍影響あり)

概要版対象
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参考：0-6歳人口

【各値の設定方法】
• 実績値は、総務省「人口推計(2024年(令和6年)10月1日現在)」を参照
• 推定値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和5年推計)」を参照

0-6歳人口の2024年度実績値は570万人と2019年度比▲100万人。今後も同傾向が
継続すれば、2030年度以降は540万人程度で推移することが見込まれる。

単位：万人

【民生】業務需要

凡例： 実績値 推定値

概要版対象



PwC 26

78%
77%

79%
80%

81%
82%

84%

89% 89%

74%

76%

78%

80%

82%

84%

86%

88%

90%

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2030 2035

参考：25-44歳女性就業率

【各値の設定方法】
• 実績値は、内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書令和7年版」を採用
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の増加を見込んで推定

25-44歳女性就業率の2025年度実績値は84%と2019年度比6ポイント上昇。今後も
同傾向が継続すれば、2030年度以降は89%程度で推移することが見込まれる。

単位：%

【民生】業務需要

凡例： 実績値 推定値

概要版対象



PwC 27

640
630 630 630

620
630

580

550

500

520

540

560

580

600

620

640

660

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2030 2035

参考：20-24歳人口

【各値の設定方法】
• 実績値は、総務省「人口推計(2024年(令和6年)10月1日現在)」を参照
• 推定値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和5年推計)」を参照

20-24歳人口の2024年度実績値は630万人と2019年度比▲10万人。今後も同傾向が
継続すれば、2030年度以降は600万人を下回る水準で推移することが見込まれる。

単位：万人

【民生】業務需要

凡例： 実績値 推定値

概要版対象
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参考：大学進学率

【各値の設定方法】
• 実績値は、文部科学省「学校基本調査」を採用
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の増加を見込んで推定

大学進学率の2025年度実績値は59%と2019年度比5ポイント上昇。今後も同傾向が
継続すれば、2030年度以降は60%程度で推移することが見込まれる。

単位：%

【民生】業務需要

凡例： 実績値 推定値

概要版対象
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参考：7-18歳人口

【各値の設定方法】
• 実績値は、総務省「人口推計(2024年(令和6年)10月1日現在)」を参照
• 推定値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和5年推計)」を参照

7-18歳人口の2024年度実績値は1,240万人と2019年度比▲60万人。今後も同傾向
が継続すれば、2030年度以降は1,200万人を下回る水準で推移することが見込まれ
る。

単位：万人

【民生】業務需要

凡例： 実績値 推定値

概要版対象
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参考：65歳以上人口

【各値の設定方法】
• 実績値は、総務省「人口推計(2024年(令和6年)10月1日現在)」を参照
• 推定値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和5年推計)」を参照

65歳以上人口の2024年度実績値は3,620万人と2019年度比+40万人。今後も同傾向
が継続すれば、2030年度以降は3,700万人を上回る水準で推移することが見込まれ
る。

【民生】業務需要

単位：万人 凡例： 実績値 推定値

概要版対象
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参考：総人口

【各値の設定方法】
• 実績値は、総務省「人口推計(2024年(令和6年)10月1日現在)」を参照
• 推定値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和5年推計)」を参照

総人口の2025年度実績値は12,310万人と2019年度比▲350万人。今後も同傾向が
継続すれば、2030年度以降は12,100万人を下回る水準で推移することが見込まれる。

単位：万人

【民生】業務需要

凡例： 実績値 推定値

概要版対象
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参考：カテゴリ毎の需要増減結果

基礎的需要(業務)のカテゴリ毎における2035年度推定値の2019年度比は、事務所ビ
ル、卸小売、病院、福祉施設等が増加すると見込まれる。

カテゴリ 説明変数(単位)

電力需要(億kWh)

(b-a)増減値※2 (a)2019年度
実績値

(b)2035年度
推定値

事務所ビル 第三次産業従事者数(万人) ※1 130 860 980

卸小売 外国人宿泊者数(百万人泊) 40 790 820

飲食店 外国人宿泊者数(百万人泊) 10 80 90

保育園 0-6歳人口(千人)×25-44歳女性就業率(%) α 60 60

大学 20-24歳人口(千人)×大学進学率(%) α 130 130

小中学校、高校 7-18歳人口(千人) ▲10 400 390

ホテル 外国人宿泊者数(百万人泊) 10 130 140

娯楽施設 外国人宿泊者数(百万人泊) α 60 70

病院 65歳以上人口(千人) 30 210 240

福祉施設 65歳以上人口(千人) 30 120 150

その他 総人口(千人) ▲60 490 430

合計 170 3,330 3,500

カテゴリ毎の需要増減結果

【民生】業務需要

※1 卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、医療、福祉業の従事者数を除く
※2 増減結果が-5億kWh超、+5億kWh未満となる場合、"α"と表記。端数処理の影響で合計値が合わない場合がある

概要版対象
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産業
⑦基礎的需要(産業)
⑧省エネ+電化等(産業)

概要版対象
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産業需要

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、エリア配賦の考え方を基に産業のカテゴリー毎に需要を推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

単位：億kWh

国際的なDX進展の影響を受ける電子部品産業等の需要は微増傾向であるものの、

製造業の多くの業種では人口減少等により電力需要は減少傾向となっているため、産
業需要全体では僅かに減少傾向で推移している。今後、同傾向が継続しながらも、DX

進展に伴う電子部品産業等の需要増が更に顕在化すれば、2030年度以降は2019年
度と同程度の水準で推移することが見込まれる。

【産業】

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象



PwC 35

参考：製造業の電力需要の過去分析

製造業のほとんどの業種では人口減少などにより電力需要は減少傾向であるが、農業・建設業・
食品製造業・非鉄金属製造業・生産機械器具製造業では微増傾向である。
また、2024年度時点では電子部品・半導体材料に係る産業について顕著な増加傾向は確認でき

ないが、これらの産業においては、今後のデータセンター・半導体需要の拡大に伴い生産増加が
見込まれる。

193

154

30

55

198

101

79

724

196

160

33

61

212

103

85

648

電子部品デバイス

電子回路製造業

化学工業

農業

建設業

食品製造業

非鉄金属製造業

生産機械器具製造業

その他製造業

各年度・業種の電力需要量(億kWh) 2019年 2024年

+3億kWh

+7億kWh

+14億kWh

+3億kWh

+7億kWh

+3億kWh

+6億kWh

-76億kWh
※

データセンター・半導体需要拡大で
今後の生産増加が見込まれる

繊維産業や印刷産業等の国内向け
→人口減少の影響により需要減

石油化学・アンモニア・ソーダ工業除く

各業種の直近5年の電力需要の変動状況

【産業】 資料2-1 全国の電力需給シナリオを踏まえたエリア別シナリオ策定の検討状況の報告についてより再掲
概要版対象

※ただし、自動車産業など基礎的需要(産業)に含まれていない業種は除く
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各種半導体製品(GPU等)

データセンター新設拡大で生産増加が見込まれる製品

データセンターの建設や国内半導体製造の増加といった、DX産業の進展により、半導
体製造に関連する業種の電力需要増が見込まれる。

原料・材料

・シリコンウェハ

・高純度ガス・薬液・

フォトレジスト

・スパッタターゲット

・石英・セラミックス部材

前工程
(ウェハ加工)

・露光装置

・フォトマスク

・成膜・エッチング

・CMP・洗浄装置

・クリーンルーム

後工程
(組立・検査)

・ダイシング・ボンディング装置

・パッケージ基板・CoWoS／中
間基板

・封止樹脂・放熱材

・テスタ・検査装置

半導体
製品※

・GPU・AIアクセラレータ

・広帯域メモリ・DRAM 

・NANDフラッシュメモリ

・パワー半導体

・CMOSセンサー

①世界全体に占める国内メーカーのシェアが高い②製造にかかる投入電力量が大きい製品・工程
を中心に電力需要増加の推計を実施

・MLCC(積層セラミックコンデンサ)

・インダクタ・電子コネクタ

・光ファイバーケーブル等

データセンター拡大で必要となる製品

※ 国内の主要半導体メーカーの製品については基礎的需要(産業)ではなく半導体のカテゴリで個別に計上する為、今般の算定の対象外

半導体製造サプライチェーン

周辺製品

データセンター拡大・国内半導体製造の拡大イメージ(下線太字と■が需要増加推計の対象)

【産業】 資料2-1 全国の電力需給シナリオを踏まえたエリア別シナリオ策定の検討状況の報告についてより再掲
概要版対象
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各業種の関連製品ベースでの需要増加量の考え方

DX進展で需要増が見込まれる業種は、関連製品の需要増加量に製造時電力投入量
と日本のシェアを乗じて電力需要増を推計。

世界の半導体生産
増加量(cm2)

各製品の
製造時の電力投入量

国内メーカーの生産
シェア

× ×
半導体市場成長に
よる需要増加量

(kWh)
=

世界のDC

新設量
(万kW/年)

各製品の製造時
の電力投入量

国内メーカー
の生産シェア

× ×
DC新設による需要
増加量(kWh)

=

シリコンウェハ1cm2

当たりの製造時電力
投入(kWh/cm2)

0.18

後工程1cm2当たりの

製造時電力投入
(kWh/cm2)

0.18

×
DCによって増加す
る各製品数量(単
位数量/万kW)

コンデンサ1個当たり

の製造時電力投入
(Wh/個)

2.2

光ファイバーケーブル
1km当たりの製造時
電力投入(kWh/km)

56

シリコンウェハ 39%

後工程 48%

コンデン
サ

49%

光ファイ
バーケー
ブル

16%

コンデンサ使用量
(百万個/万kW)

22

-

370

光ファイバーケーブル
使用量(千km/万kW)

26

-

45
※ ■はモデルケースごとに数値を変更しているもの

電子部品等の電力需要量算定方法イメージ※

【産業】 資料2-1 全国の電力需給シナリオを踏まえたエリア別シナリオ策定の検討状況の報告についてより再掲
概要版対象
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参考：世界の半導体生産量

2025年度の半導体シリコンウェハ出荷量は840億cm2と2024年度比+50億cm2成長。
今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降は1,100億cm2程度で推移することが見

込まれる。

【産業】

単位：億cm2 
凡例： 実績値 推定値

【各値の設定方法】
• 実績値は、SEMI(Semiconductor Equipment and Materials International)「半導体用シリコンウェーハ市場の年次動向」の出
荷面積を採用

• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の成長を見込んで推定し算出

概要版対象
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参考：世界全体のデータセンター新設による電力需要

世界全体の新設データセンター容量は2025年度において10GW/年と2023年度比
+5GW/年となった。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降は20GW/年程度で推
移することが見込まれる。

【産業】

単位：GW/年 凡例： 実績値 推定値

【各値の設定方法】
• 実績値は、IEA「Data centre electricity consumption, 2015-2025」の電力使用量の前年度比増加量より、当該年の新設デー
タセンター容量を算出。

• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の成長を見込んで推定し算出

概要版対象
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参考：カテゴリー毎の需要増減結果

基礎的需要(産業)における2035年度推定値は、半導体関連製品や食品製造業等の
需要増加が見込まれるが、その他製造業では人口減少に伴い2019年度比▲185億
kWhの需要減少となるため、産業需要全体では約▲70億kWhになると見込まれる。

過去分析 各カテゴリー

電力需要 (億kWh)

(b-a)増減値
(a)2019年度
実績値

(b)2035年度
推定値

DC新設による半導体製品の
積み上げ需要

シリコンウェハ 18 53 71

後工程 22 66 88

コンデンサ α α α

光ファイバー
ケーブル

3 α 3

業種別需要

農業 5 30 35

建設業 13 55 68

食品製造業 30 198 228

非鉄金属製造業 5 101 106

生産機械器具製造業 14 79 93

その他製造業 ▲185 706 521

カテゴリー毎の需要増減結果

※端数処理の影響で増減値が合わない場合がある

【産業】 資料2-1 全国の電力需給シナリオを踏まえたエリア別シナリオ策定の検討状況の報告についてより一部抜粋し編集
概要版対象
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DX
⑨データセンター
⑩ネットワーク
⑪半導体

概要版対象
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データセンターモデルケースと実績値等との比較

※1東京電力パワーグリッド「東京電力パワーグリッド株式会社の現状と今後について」 2026年4月
※2 1,210億kWhは、2026年度全国及び供給区域ごとの需要想定「別添表１－１データセンター・半導体工場の新増設に伴う個別計上値」に記載の2035年度新増分における万kW/億kWh比率よ
り算出
※3 IT Leaders「2026年のデータセンター電力消費は前年から26%増、AIサーバーが主因-米ガートナー」を参照 ※4 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

単位：億kWh

データセンターの2025年度実績値は2019年度比46億kWh増加となった。今後、デー
タ通信量が至近実績ペースで拡大すれば、2035年度には2019年度比700億kWh程
度の増加が見込まれる。なお、東京エリアにおける2025年8月までの託送申込量は既
に約1,520万kW※1(1,210億kWh相当)※2となっている一方で、空押さえの課題も顕在
化しているため、今後の動向には留意が必要。

【DX】需要⑨データセンター

【各値の設定方法】
• 実績値は、ガートナージャパン公表の数値※3より算出
• 推定値は、データ通信量、データ処理効率、PUEの推定値を用いて、「データ通信量×データ処理効率×PUE」がデータセン
ター需要に比例する値となるよう推定

• モデルケース別設定値は、報告書※4記載の設定値

基準年

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象
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参考：託送申込における空押さえの実例

※ 資源エネルギー庁「局地的な大規模需要に対する規律確保について 2026年8月6日」より抜粋

大規模需要では供給開始日の延期、契約電力の減少が確認されているため、データ
センター託送申込量の実現性には留意が必要。

【DX】需要⑨データセンター 概要版対象
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代表指標<1>：データ通信量

データ通信量の2025年度実績値は11,600Gbpsと、2019年度比3.7倍、CAGR+25%

となった。今後も同傾向が継続すれば、モデルケースと同程度の水準で推移すること
が見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算」より算
出

• 推定値は、2019年度~2025年度の実績値から算出したCAGR(25%)が、2050年
まで同様な傾向が続くと推定

• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

単位：Gbps

CAGR

+25%

各
年
度
通
信
量

前
年
度
比
伸
び
率

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値-
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【DX】需要⑨データセンター 概要版対象
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代表指標<2>：データ処理効率

データ処理効率は2019年度を基準(1.00)として2024年度時点で0.41まで改善。至近
実績を踏まえると、今後も一定程度の改善が継続することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、データセンター需要、データ通信量、PUEの実績値および推定値を用いて、「データ通信量×データ処理効率
×PUE」がデータセンター需要に比例する値となるよう算出

• 推定値は、至近の実績を踏まえ、一定程度の改善を見込んで推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
単位：-

【DX】需要⑨データセンター 概要版対象
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代表指標<3>：PUE

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

PUEの2024年度実績値は1.57と2019年度より約1割改善。至近実績を踏まえると、今
後も一定程度の改善が継続することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、資源エネルギー庁「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律に基づくベンチ
マーク指標の実績について」より算出

• 推定値は、至近の実績を踏まえ、一定程度の改善を見込んで推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
単位：-

【DX】需要⑨データセンター 概要版対象
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ネットワークモデルケースと実績値等との比較

ネットワークの2024年度実績値は5G基地局の増加などにより2019年度比21億kWh

増加。今後も5G基地局の整備が継続すれば、2030年度以降は60億kWh程度の増加
が見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、大手通信会社の電力需要等を基に算出
• 推定値は、通信世代別に「基地局数の推定値」に「基地局あたり電力需要の推定値」を乗じて推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

単位：億kWh

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

基準年

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

【DX】需要⑩ネットワーク 概要版対象
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【各値の設定方法】
• 実績値は、総務省「電波の利用状況調査」より算出
• 推定値は、通信世代別の基地局数について、以下の前提に基づき推定

• 2030年度：5G基地局数は、現在の4Gと同水準まで増加し、3G基地局は廃止されると推定
• 2035年度：基地局数は、2030年度と同水準で推移すると推定

• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

代表指標<1>：基地局数

基地局数の2024年度実績値は5G基地局の増加などにより1,140千基と2019年度比
で約2割増加。今後も5G基地局の整備が4Gと同程度まで進めば、2030年度以降は
1,500千基程度となることが見込まれる。

単位：千基

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

【DX】需要⑩ネットワーク 概要版対象
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参考：通信世代別基地局数

2019年度から2024年度にかけて4Gおよび5Gの基地局数が伸びている一方、3Gの
基地局数は減少傾向にあり、合計では約2割増加となっている。

※総務省「電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果」を基に事務局にて作成

通信方式 単位
実績値 推定値

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2030 2035

5G 基 753 21,098 88,046 170,396 263,073 302,118 75万程度 75万程度

4G 基 605,976 644,507 672,443 692,421 702,454 707,643 75万程度 75万程度

3G他 基 332,985 311,442 303,729 243,411 237,418 126,831 0 0

合計 基 939,714 977,047 1,064,218 1,106,228 1,202,945 1,136,592 150万程度 150万程度

【DX】需要⑩ネットワーク

通信世代別基地局数※

概要版対象
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代表指標<2>：基地局あたり電力需要

基地局あたり電力需要の2024年度実績値は820W/基となった。今後は、消費電力の
多い5G基地局が増加すれば、2030年度以降は900W/基程度で推移することが見込
まれる。

単位：W/基

※1端数処理の影響で、計算結果が合わない場合がある
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

【各値の設定方法】
• 実績値は、電力需要より基地局で消費する電力需要を推定し、基地局数で除して算出
• 推定値は、電力需要および基地局数の実績値より、世代別に基地局あたりの電力需要を下記の通り推定し、基地局数の推定
値に乗じて算出
＜世代別基地局あたりの電力需要量※1＞

5G：1,000W/基、4G：800W/基、3G：600W/基
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

【DX】需要⑩ネットワーク 概要版対象
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半導体モデルケースと実績値等との比較

半導体の至近実績は2019年度比で概ね横ばいで推移。今後、公表済みの新増設計
画を踏まえると、2030年度以降は2019年度比100億kWh程度で推移することが見込
まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計「電子部品デバイス電子回路製造業」等を基に算出
• 推定値は、半導体工場の新増設計画を基に推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

単位：億kWh

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

基準年

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

【DX】需要⑪半導体 概要版対象
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参考：半導体新増設工場の推定需要

2020年度以降に稼働・建設中・計画中の半導体工場がすべて稼働すれば、2030年度
以降は2019年度比100億kWh程度で推移することが見込まれる。

※第12回 将来の電力需給シナリオに関する検討会資料2-1「全国の電力需給シナリオを踏まえたエリア別シナリオ策定の検討状況の報告について(事務局)」より一部抜粋

エリア 事業者 製品区分 ステータス 推定需要
(億kWh)

北海道 A社 ロジック 建設中 10

東北 B社 NAND 稼働中 20

計画 10

中部 B社 NAND 稼働中 10

中国 D社 DRAM 建設中 10

九州 E社 ロジック 稼働中 15

建設中 15

F社-地点① CMOS 稼働中 1

F社-地点② CMOS 建設中 4

【DX】需要⑪半導体

案件一覧※

概要版対象
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自動車
⑫電化(運輸)
⑬自動車産業

概要版対象
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電化(運輸)モデルケースと実績値等との比較

電化(運輸)の2025年度実績値は2019年度比3億kWh増加となった。2026年度に入り
EV販売比率が4%(前年度2%)まで拡大しており、今後HVの普及ペースと同程度で拡
大していけば、2035年度には2019年度比70億kWh増加となることが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、乗用車およびその他車種フロー中電気自動車台数に、走行距離※1および電気自動車電費※2を乗じて電力需要を
算出し、2019年度実績値との差分として算出

• 推定値は、乗用車およびその他車種フロー中電気自動車台数推定値に、走行距離※1および電気自動車電費※2を乗じて電力
需要を算出し、2019年度実績値との差分として推定

• モデルケース別設定値は、報告書※3記載の設定値

【GX】需要⑫電化(運輸)

単位：億kWh

※1国土交通省「自動車燃料消費量調査」を参考に事務局にて設定
※2乗用車の電費は日本自動車研究所資料を参考に設定し、その他車種についてはICEとの燃費差を踏まえて設定
※3 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値()内はPHEVを含む実績値 モデルケース別設定値推定値

基準年

概要版対象

+200

+α
(+α)

+α
(+1)

+1
(+1)

+1
(+2)

+2
(+3)

+3
(+4)

+400

+400

+450

+550

+600

+30
+70

0

+100

+200

+300

+400

+500

+600

+700

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2030 2035 2040 2050



PwC 55

1%
(1%)

α%
(1%)

1%
(1%)

2%
(3%)

2%
(3%)

2%
(2%)

2%
(2%)

36%

61%
65%
70%

81%
86%

20%

39%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2030 2035 2040 2050

代表指標<4>：乗用車フロー中電気自動車比率

至近実績は2%程度で推移していたが、2026年度に入り4%まで拡大。今後HVの普及
ペースと同程度で拡大していけば、2035年度には39%まで上昇することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、一般社団法人次世代自動車振興センター「EV等販売台
数統計」のうち乗用車を参照。2025年度および2026年度は別統計を
用いて補間※1

• 推定値は、ハイブリッド車の普及実績※2に準拠して過去のハイブリッド
車フロー比率と同様に、電気自動車の普及が進むと推定

• モデルケース別設定値は、報告書※3記載の設定値

【GX】需要⑫電化(運輸)

単位：%
凡例： 実績値()内はPHEVを含む比率 モデルケース別設定値推定値

※1一般社団法人日本自動車販売協会連合会「燃料別メーカー別登録台数(乗用車)」および一般社団法人全国軽自動車協会連合会「軽自動車通称名別新車販売速報(確定報)」を基に、事務局
にて算出
※2 一般財団法人自動車検査登録情報協会「ハイブリッド車・電気自動車の保有台数推移表 (平成27年~令和7年)」のうち乗用車を参照
※3 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書
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自動車産業モデルケースと実績値等との比較

自動車産業の至近実績は2019年度比で概ね横ばいで推移。今後は、公表済みの車
載用蓄電池工場の新増設計画を踏まえると、2030年度以降は2019年度比+40億
kWh程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、車載用蓄電池工場製造能力増分を基に推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑬自動車産業

単位：億kWh

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

基準年

概要版対象
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車載用蓄電池工場製造能力の至近実績は増加傾向にあり、2025年度は2019年度比
+27GWhとなった。今後、公表済みの新増設計画を踏まえると、2030年度以降は
2019年度比+90GWh程度の水準で推移することが見込まれる。
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代表指標<1>：車載用蓄電池工場製造能力(ストック)

【各値の設定方法】
• 実績値および推定値は、車載用蓄電池工場の新増設情報等を基に算出
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

単位：GWh

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

基準年

【GX】需要⑬自動車産業 概要版対象
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参考：車載用蓄電池工場の新増設計画

2026年9月時点で確認できる情報では、自動車メーカーおよび電池メーカーにおいて、
工場新設や既存工場の設備増設による製造能力拡大が今後も継続すると見込まれる。

※各社公表情報に基づき事務局にて作成

事業者 エリア 製品 年度
製造能力

(GWh/年換算)

A社 東京

リチウムイオン電池

2024 6.0

B社 東京 2028 16.0

C社

東北

2020 0.2

2021 0.3

2023 0.3

中部

2023 0.2

2025 0.2

2025 6.0

D社
関西

2021 6.0

2024 7.0

2026 17.0

四国 2022 0.5

E社 関西 2027 20.0

F社 中国 2027 10.0

G社 中部 ニッケル水素電池
2021 0.2

2022 0.2

【GX】需要⑬自動車産業

車載用蓄電池工場の新増設計画※

概要版対象
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鉄鋼
⑭鉄鋼

概要版対象
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鉄鋼モデルケースと実績値等との比較

鉄鋼の2024年度実績値は2019年度比▲70億kWhとなった。今後、電炉化等が進展
すれば減少幅が縮小し、2030年度以降は▲50億kWh程度の水準で推移することが
見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、各年度の総合エネルギー統計「鉄鋼業」の事業用電力における、2019年度の値との差分として算出
• 推定値は、2024年度実績値を基準として、粗鋼生産量の減少による需要減少と電炉化による需要増加を製造法別の電力原
単位※1を用いて推定

• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

【GX】需要⑭鉄鋼

単位：億kWh

※1一般社団法人日本鉄鋼連盟「カーボンニュートラルに向けた日本鉄鋼業の取り組みと課題」を参考に事務局にて算出
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

基準年

概要版対象
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代表指標<1>：粗鋼生産量

粗鋼生産量の2025年度実績値は80百万トンと2019年度比▲18百万トン。今後も同傾
向が継続すれば、2030年度以降は70百万トン程度の水準で推移することが見込まれ
る。

【各値の設定方法】
• 実績値は、粗鋼生産量(転炉、電気炉、鋳鋼鋳込)※1を合算して算出
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の減少を見込んで推定
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

【GX】需要⑭鉄鋼

単位：百万トン

※1経済産業省「経済産業省生産動態統計調査」を参照
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
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概要版対象
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代表指標<4>：電炉シェア

電炉シェアの2025年度実績値は26%となった。今後は、電炉の新増設計画が実現す
れば、2030年度以降は38%程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、粗鋼生産量に対する電炉生産量※1のシェアを算出
• 推定値は、各社公表情報に基づく電炉の新増設・再稼働計画を反映した電炉生産量と、粗鋼生産量の推定値より推定
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

【GX】需要⑭鉄鋼

単位：%

※1経済産業省「経済産業省生産動態統計調査」を参照
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
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参考：電炉の新増設・再稼働計画

2026年7月時点で確認できた公表情報によると、高炉からの転換や電炉の新増設お
よび再稼働により、2029年度までに490万トン/年の生産能力が追加される計画である。

【GX】需要⑭鉄鋼

※各社公表情報に基づき事務局にて作成

事業者 区分 生産開始予定年度 生産能力

A社 高炉から転換 2028年度 200万トン/年

B社

再稼働 2028年度 40万トン/年

新設 2029年度 200万トン/年

増設 2029年度 50万トン/年

電炉の増強計画(2026/07時点)※

概要版対象



PwC 64

化学・自家発
⑮化学
⑯その他自家発

概要版対象
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化学モデルケースと実績値等との比較

化学の2024年度実績値は2019年度比▲30億kWhまで減少。今後エチレン生産量が
低下すれば、2030年度以降は2019年度比▲40億kWh程度の水準で推移することが
見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、エチレン生産量および自家発比率の推移を踏まえて推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑮化学

単位：億kWh

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

基準年

概要版対象
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代表指標<1>：エチレン生産量

エチレン生産量は、2019~2025年度に約2割減少。今後、統廃合等により生産能力が
縮小すれば、2030年度以降は4.4百万トン程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、石油化学工業協会「主要石油化学製品生産実績」を基に算出
• 推定値は、次頁を基に推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑮化学

単位：百万トン

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

6.4

6.0
6.1

5.5
5.3

5.0
4.9

4.4 4.4

5.2

5.3

4.9
5.0
5.1
5.2

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2030 2035 2040 2050

概要版対象



PwC 67

参考：エチレン生産装置の停止計画

2026年7月時点で確認できた公表情報によると、2030年度までに4件の設備停止が予
定されており、生産能力は約4.4百万トン/年まで減少することが見込まれる。

【GX】需要⑮化学

※1経済産業省「我が国の主要石油化学製品生産能力調査(令和7年12月末時点)」および各社公表情報に基づき事務局にて作成
※2各社公表情報に基づき事務局にて作成

事業者
定期修理実施年の生産能力(t/y)

停止予定年度
2025年12月末現在※1 設備停止反映後※2

A社 485,000 485,000

B社 480,000 0 2026年度

C社 690,000 690,000

D社 553,000 553,000

E社 374,000 0 2027年度

F社
404,000 0 2027年度

491,000 491,000

G社 493,000 493,000

H社 455,000 455,000

I社 496,000 0 2030年度

J社 623,000 623,000

K社 618,000 618,000

計 6,162,000 4,408,000

エチレン生産装置の停止計画(2026/07時点)

概要版対象
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代表指標<2>：石油化学自家発比率

石油化学自家発比率の2024年度実績値は54%。今後も至近実績の傾向が継続すれ
ば、2030年度以降は54%程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、当面2024年度実績程度で推移するものとして推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑮化学

単位：%

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
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自家発モデルケースと実績値等との比較

化学・鉄鋼を除く産業の自家発減少に伴う電力需要の2024年度実績値は、2019年度
と同水準。今後も自家発比率が減少すれば、2030年度以降は2019年度比+20億
kWh程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、セメント自家発比率等の代表指標の推定値を基に推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

単位：億kWh

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

基準年

【GX】需要⑯その他自家発 概要版対象
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代表指標<1>：製紙セメント生産量増減率(製紙)

製紙生産量増減率の2025年度実績値は2019年度比83%となった。今後も同傾向が
継続すれば、2030年度以降は2019年度比80%程度で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、製紙生産量※1の2019年度比生産量増減率により算出
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の減少を見込んで推定
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

単位：%

※1経済産業省「生産動態統計」を参照
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

基準年

【GX】需要⑯その他自家発 概要版対象
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代表指標<1>：製紙セメント生産量増減率(セメント)

セメント生産量増減率の2025年度実績値は2019年度比76%。今後も同傾向が継続す
れば、2030年度以降は2019年度比70%程度で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、セメント生産量※1の2019年度比生産量増減率により算出
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の減少を見込んで推定
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

単位：%

※1一般社団法人セメント協会「セメント需給実績」を参照
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

基準年

【GX】需要⑯その他自家発 概要版対象
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代表指標<2>：セメント工場自家発比率

セメント工場自家発比率の2024年度実績値は25%となった。今後も同傾向が継続す
れば、2030年度以降は20%程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の減少を見込んで推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑯その他自家発

単位：%

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
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代表指標<3>：製紙工場自家発比率

製紙工場自家発比率の2024年度実績値は68%となった。今後も同傾向が継続すれ
ば、2030年度以降は60%程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで一定程度の減少を見込んで推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑯その他自家発

単位：%

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象
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参考指標：その他産業の自家発減少に伴う電力需要増分

化学・鉄鋼・製紙・セメントを除くその他産業では、自家発の減少に伴う電力需要が増
加傾向にあり2024年度実績値は2019年度比+17億kWhとなった。特に、直近2年では、

自家発減少が顕在化し、電力需要が増加してきている。今後も同傾向が継続すれば、
2030年度以降は+30億kWh程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、総合エネルギー統計を基に算出
• 推定値は、至近の実績を踏まえ、2030年度まで自家用電力の一定程度の減少を見込んで推定
• モデルケース別設定値は、報告書※の電力需要のモデルケース別設定値等を基に算出

単位：億kWh

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
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【GX】需要⑯その他自家発 概要版対象
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水素製造・DAC
⑰水素製造
⑱DAC

概要版対象
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水素製造モデルケースと実績値等との比較

国内の低炭素水素製造事業は実証段階にあり、2025年度時点で商用プラントは稼働
していない。公表済みの事業計画が稼働すれば、2030年度以降は2019年度比+3億
kWh程度で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値および推定値は、各社公表情報を基に算出
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑰水素製造

単位：億kWh

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

基準年

概要版対象
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代表指標<1>：水電解による国内水素製造量

2025年度時点では、商用の水素製造実績は確認されていない。公表済みの事業計画
が稼働すれば、2030年度以降は0.5万トン程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値および推定値は、各社公表情報を基に算出
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑰水素製造

単位：万トン

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
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代表指標<2>：水電解装置容量

2025年度時点で商用プラントは稼働していない。公表済みの計画案件が稼働すれば、
2030年度以降は6万kW程度の水準で推移することが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値および推定値は、各社公表情報を基に算出
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑰水素製造

単位：万kW

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
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参考：国内の低炭素水素製造事業計画

2026年9月時点で確認できた情報によると、2030年度までに4件の低炭素水素製造事
業が計画されている。

【GX】需要⑰水素製造

※1各社公表情報に基づき事務局にて作成
※2年間供給量については、経済産業省「認定供給確保計画」等、各種公表情報に基づき事務局にて推定

事業名 事業開始年度
水電解装置容量

(kW)
年間供給量※2

(t-H2/年)

A 2026年度 5,000 533

B 2028年度
14,800 700

10,000 477

C 2026年度 16,000 1,607

D 2030年度 15,000 1,600

国内の低炭素水素製造事業計画※1

概要版対象
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DACモデルケースと実績値等との比較

国内では、DACは実証・開発段階にあり2025年度時点で商用プラントは稼働していな
い。また、商用プラントの実装計画もないため、2030年度以降も需要は限定的となるこ
とが見込まれる。

【各値の設定方法】
• 実績値は、各社公表情報の商用化実績を基に算出
• 推定値は、各社公表情報の商用化計画を基に推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

【GX】需要⑱DAC

単位：億kWh

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

基準年

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象
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供給編

概要版対象
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①原子力

概要版対象
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単位：万kW

原子力モデルケースと実績値等との比較

凡例： 実績値 モデルケース別設定値

※1 各発電所の状況は、資源エネルギー庁「原子力政策に関する最近の動向について 2026年3月31日」を参照
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

【各値の設定方法】
• 実績値は、当該年度末における再稼働済発電所の定格容量※1を集計し算出
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値
・ 2040年：総需要量の20%が原子力で賄われる前提で需要モデルケース毎に設定

- 需要(9000億kWh) 2,700万kW

- 需要(11000億kWh) 3,300万kW

・ 2050年：60年運転のリプレースあり・なしに応じて2つのモデルケースを設定
- 小ケース 2,300万kW

- 大ケース 3,700万kW

原子力の2025年度の実績値は、柏崎刈羽6号機再稼働により1,460万kWとなった。
今後も既設炉の再稼働状況やリプレースの動向等をモニタリングしていく必要がある。

供給力①原子力 概要版対象



PwC 84

参考：原子力発電所の稼働状況

※資源エネルギー庁「日本の原子力発電所の状況 2026年9月30日」より抜粋

2026年2月に柏崎刈羽6号機が発電および送電を開始し、再稼働済プラントは15基と
なった。

供給力①原子力 概要版対象
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参考：泊発電所の再稼働に向けた状況

※資源エネルギー庁「原子力政策に関する最近の動向について 2026年3月31日」より抜粋

泊発電所3号機は2027年のできるだけ早い時期の再稼働を目指している。

供給力①原子力 概要版対象
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参考：原子力政策におけるリプレース推進の方向性

※資源エネルギー庁「今後の原子力政策の方向性と行動指針の改定案について 2026年6月5日」より抜粋

「今後の原子力政策の方向性と行動指針」において原子力発電所のリプレースに対す
る必要性が追記された。

供給力①原子力 概要版対象
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②需要地併設型太陽光

概要版対象



PwC 88

1,170 1,200 1,290 1,390 1,510 1,640 1,780

1,930 

2,600 

3,500 3,500 

7,000 

4,500 

6,000 

7,500 

9,000 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2030 2035 2040 2050

需要地併設型太陽光モデルケースと実績値等との比較

単位：万kW

新築戸建住宅の太陽光設置率上昇などにより、需要地併設型太陽光の2025年度実
績値は1,780万kWとなった。今後も同傾向が継続すれば、2035年度には3,500万kW

程度まで拡大することが見込まれる。

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

供給力②需要地併設型太陽光

【各値の設定方法】
• 実績値は、一般送配電事業者が公表する太陽光(10kW未満)の接続済容量に非住宅等向け導入量を加算し算出
• 推定値は、新築戸建住宅向け、既存戸建住宅向け、非住宅等向けの各導入量を算出し、合算した値
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象
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代表指標<1>：世帯数に対する新築率(戸建)

世帯数に対する戸建新築率は、0.6%程度で安定して推移している。

※1 国土交通省建築着工統計調査「住宅着工統計」
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

供給力②需要地併設型太陽光

【各値の設定方法】
• 実績値は、基礎的需要(家庭)の代表指標「総世帯数」の実績値に対する住宅着工統計※1の一戸建数で算出
• 推定値は、2025年度の実績が2026~2035年度まで継続すると推定
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

単位：% 
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凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象
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代表指標<2>：新築戸建住宅向け太陽光設置率

新築戸建住宅向け太陽光設置率の2024年度実績値は40%となり、至近2年間で9ポ
イント程度上昇している。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降は60%を超える
水準で推移することが見込まれる。

※1 第2回再生可能エネルギー主力電源化小委員会資料3「国土交通省説明資料」
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

供給力②需要地併設型太陽光

単位：%

【各値の設定方法】
• 実績値は、国土交通省が公表する新築戸建住宅への太陽光発電設備設置率※1を使用
• 推定値は、2022年度から2024年度の実績値のトレンドを2025年度から2030年度まで延伸し、2030年度から2035年度は

2030年度の太陽光設置率が継続すると推定
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
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概要版対象
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参考指標：新築戸建住宅向け累積新設導入量

【各値の設定方法】
• 実績値は、「新築戸建住宅向け太陽光設置率」×「国土交通省建築着工統計調査「住宅着工統計」の一戸建数」×
「5kW/戸」により算出

• 推定値は、新築戸建住宅向け太陽光設置率の推定値等を用いて推定

太陽光設置率から算定した年間新設導入量については、70万kW程度となる。今後も
設置率の上昇傾向が続けば、2030年度以降は100万kW程度の水準で推移すること
が見込まれる。

供給力②需要地併設型太陽光

累
積

年
間

単位：万kW
凡例： 実績値()内は2023年度までの参考値 推定値

N/A N/A N/A

N/A N/A N/A N/A N/A

累積・年間新設導入量

概要版対象
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参考指標：既存戸建住宅向け累積新設導入量

【各値の設定方法】
• 実績値は、10kW未満の接続済容量から新築戸建住宅向け導入量を除外し算出
• 推定値は、2025年度における既存戸建住宅向け導入量(10kW未満接続済容量から新築戸建住宅向け導入量推定値
を控除して算出)が、2026~2035年度も継続すると推定

既存戸建住宅では、至近の年間新設導入量が約50万kWで安定して推移しており、今
後も同様な傾向が継続することが見込まれる。

供給力②需要地併設型太陽光

単位：万kW

N/A N/A N/A

N/A N/A N/A N/A N/A

累
積

年
間

累積・年間新設導入量

概要版対象

凡例： 実績値()内は2023年度までの参考値 モデルケース別設定値推定値
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代表指標<3>：非住宅等向け累積新設導入量

【各値の設定方法】
• 実績値は、公共施設および民間企業等の公表情報を基に算出
• 推定値は、2025年度実績が2026~2035年度まで継続すると推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

非住宅等においては、至近の年間新設導入量が20万kW程度と安定して推移している
ため、今後も同様な傾向が継続すれば、2030年度以降も20万kW程度の水準で推移
することが見込まれる。

供給力②需要地併設型太陽光

単位：万kW

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書
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凡例： 実績値()内は2023年度までの参考値 モデルケース別設定値推定値
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③事業用太陽光

概要版対象



PwC 95

事業用太陽光モデルケースと実績値等との比較

単位：万kW

事業用太陽光の2025年度実績値は6,200万kW。近年は伸びが鈍化傾向にあるが、
年間100~200万kW程度の拡大は継続。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降
は7,000万kWを上回る水準で推移することが見込まれる。

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

供給力③事業用太陽光

【各値の設定方法】
• 実績値は、一般送配電事業者が公表する太陽光(10kW以上)の接続済容量から非住宅等向け導入量を控除して算出
• 推定値は、2026年度供給計画の取りまとめ「表3-1 設備容量(全国合計)」の集計値から需要地併設型太陽光推定値を減じた
値

• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値
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概要版対象
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④陸上風力

概要版対象
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陸上風力モデルケースと実績値等との比較

※1 2025年7月に広川町風力発電所が廃止。今後10年間での廃止予定容量は▲38万kWの見込み。
※2 一般送配電事業者が公表する接続契約受付容量および促進区域、有望区域、準備区域において既に発電容量が公表されているものを踏まえ事務局にて推定
※3 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

【各値の設定方法】
• 実績値は、一般送配電事業者が公表する接続済容量を集計し算出
• 推定値は、2026年度供給計画の取りまとめ「表3-1 設備容量(全国合計)」の集計値から洋上風力推定値※2を減じた値
• モデルケース別設定値は、報告書※3記載の設定値

単位：万kW

陸上風力の2025年度実績は630万kW。今後も増加傾向が継続すれば2035年度は
1,050万kWに達し、モデルケース別設定値と同程度となることが見込まれる。一方、廃
止発電所※1も見込まれるため、動向には留意が必要。

供給力④陸上風力

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象
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⑤洋上風力

概要版対象
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単位：万kW

洋上風力モデルケースと実績値等との比較

【各値の設定方法】
• 実績値は、一般送配電事業者が公表する接続済容量および各発電所公表情報を集計し算出
• 推定値は、促進区域、有望区域、準備区域において既に発電容量が公表されているものを踏まえて推定
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

洋上風力の2025年度の実績値は、九州エリアにおける定格容量22万kWの発電所運
開などにより50万kWとなった。今後、現段階で計画がある程度確定している案件が順
調に開発されれば、2035年度には740万kWまで拡大することが見込まれる。

供給力⑤洋上風力

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象
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参考：洋上風力の推定値設定根拠

2035年度推定値は、促進・有望区域の計画容量(赤枠)を積み上げて算出。ただし、有
望区域のうち北海道の海域は、接続契約申込受付が0万kWのため除外した。

供給力⑤洋上風力

区域
(2026年7月
末時点)

区域
(報告書※2

公表時点)

海域 Round
定格容量
(万kW)

促進 促進 秋田県能代市・三種町・男鹿市沖 1 41.5

促進 促進 秋田県由利本荘市沖 1 73

促進 促進 千葉県銚子市沖 1 37

促進 促進 秋田県八峰町・能代市沖 2 37.5

促進 促進 秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖 2 31.5

促進 促進 新潟県村上市・胎内市沖 2 68.4

促進 促進 長崎県西海市江島沖 2 42

促進 促進 青森県沖日本海(南側) 3 61.5

促進 促進 山形県遊佐町沖 3 45

促進 有望 北海道檜山沖 - 114

促進 有望 北海道松前沖 - 32

有望 有望 北海道石狩市沖 - 114

有望 有望 北海道岩宇・南後志地区沖 - 71

有望 有望 北海道島牧沖 - 56

有望 有望 青森県沖日本海(北側) - 30

有望 有望 山形県酒田市沖 - 50

有望 有望 千葉県九十九里沖 - 40

有望 有望 千葉県いすみ市沖 - 41

有望 準備 秋田県秋田市沖 - 37

有望 準備 福岡県響灘沖 - 48

エリア
定格容量
(万kW)

北海道 0

東北 530

東京 134

中部 200

北陸 37

関西 0

中国 6

四国 3

九州 471

※1資源エネルギー庁「促進区域・有望区域等の指定・整理状況(2025年10月時点)」を参照
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書
※3各一般送配電事業者公表の接続契約申込受付容量(2026年4月時点)を参照

洋上風力の促進区域・有望区域一覧(2026/07時点) ※1 接続契約申込受付容量(2026/04時点) ※3

概要版対象



PwC 101

⑥バイオマス

概要版対象
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バイオマスモデルケースと実績値等との比較

※1資源エネルギー庁「バイオマス発電について 2025年12月」
※2 廃棄物の推定値は、過去の傾向より前年度推定を上回る傾向を踏まえ、2026年度以降も2025年度の135万kWを使用
※3 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

【各値の設定方法】
• 実績値は、FIT・FIP制度前導入量は資源エネルギー庁公表の資料※1より算出し、FIT・FIP制度後導入量はFIT制度・FIP制度
「A表都道府県別認定・導入量」より算出し加算

• 推定値は、2026年度供給計画の取りまとめ「表3-1 設備容量(全国合計)」におけるバイオマスと廃棄物※2の集計値
• モデルケース別設定値は、報告書※3記載の設定値

単位：万kW

バイオマスの2025年度の実績値は870万kWとなった。2026年度以降は横ばいとなる

ことが見込まれ、今後も、新設導入量や大規模撤退量の動向をモニタリングしていく必
要がある。

供給力⑥バイオマス

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象
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⑦水力

概要版対象
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水力モデルケースと実績値等との比較

※1 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書
※2 2026年度供給計画の取りまとめに基づき事務局にて作成

【各値の設定方法】
• 実績値は、供給計画の取りまとめにおける各年度の値
• 推定値は、2026年度供給計画の取りまとめ「表3-1 設備容量

(全国合計)」の集計値を使用
• モデルケース別設定値は、報告書※1記載の設定値

単位：万kW

水力の2025年度の実績値は2,210万kWと、既存水力のリパワリング・中小水力の新
規開発等により微増。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降も微増で推移する
ことが見込まれる。

供給力⑦水力

新設計画 増減出力計画 廃止計画

19.0万kW 8.9万kW ▲2.6万kW

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

水力の2035年度までの電源開発計画※2

概要版対象
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⑧地熱

概要版対象
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地熱の2025年度の実績値は50万kWと足元は横ばいであった。2026年度以降は、新

規案件が運開すれば微増となることが見込まれる。今後も、新規案件や次世代地熱発
電技術の動向等をモニタリングしていく必要がある。

地熱モデルケースと実績値等との比較

※ 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

【各値の設定方法】
• 実績値は、一般送配電事業者が公表する接続済容量を集計し算出
• 推定値は、2026年度供給計画の取りまとめ「表3-1 設備容量(全国合計)」の集計値
• モデルケース別設定値は、報告書※記載の設定値

単位：万kW

供給力⑧地熱

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値

概要版対象
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⑨揚水

概要版対象
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揚水モデルケースと実績値等との比較

※1発電情報公開システムに登録されている揚水発電所の停止日時および復旧予定日を用いて、作業時間を補正のうえ事務局にて算出
※2 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

供給力⑨揚水

2025年度の揚水発電所の停止率は2024年度と同水準の28%程度に留まったものの、
既にモデルケースと同程度の停止率になっているため、今後の動向には留意が必要。

【各値の設定方法】
• 供給力の実績値は、経済産業省の電力調査統計を基に集計した導入量に(1-停止率)を乗じて算出
• 供給力の推定値は、2026年度供給計画の取りまとめ「表3-1 設備容量(全国合計)」の集計値に(1-停止率)を乗じて推定
• 停止率の実績値は、揚水発電所の年度別停止時間※1に基づき、設備容量で加重平均して算出
• 停止率の推定値は、2025年度の停止率実績が2026~2035年度まで継続すると推定
• モデルケース別設定値は、報告書※2記載の設定値

停
止
率

供
給
力

単位：%

凡例： 実績値 モデルケース別設定値推定値単位：万kW

供給力・停止率

概要版対象
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⑩需要地併設型蓄電池

概要版対象
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単位：万kW

需要地併設型蓄電池モデルケースと実績値等との比較

※1併設型蓄電池の時間率の詳細は次頁を参照
※2 2023年度までは三菱総合研究所「2024年度定置用蓄電システム普及拡大検討会の結果とりまとめ(案)」を参照し、2024年度以降は日本電機工業会自主統計 2025年度出荷実績から系統
用蓄電池の定格容量を減じて算出
※3定格容量(万kW)は各年度に導入された蓄電容量(万kWh)を時間率2hとして算出  ※4 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

【各値の設定方法】
• 実績値は、国内の定置用蓄電システム導入量実績を基に算出※2※3

• 推定値は、2024-2025年度の実績値から2030年度まで線形外挿し、2030年度から2035年度は2030年度の値が継続すると
推定※3

• モデルケース別設定値は、報告書※4記載の設定値を使用

年間50~100万kWの安定した増加が継続しており、併設型蓄電池の2025年度の実績
値は560万kWとなった。今後も同傾向が継続すれば、2030年度以降は900万kWを超
える水準で推移することが見込まれる。一方で、併設型蓄電池の時間率は2時間程度
※1に留まっているため、kWhの動向には留意が必要。

供給力⑩需要地併設型蓄電池

凡例： 実績値 ()内は蓄電容量(万kWh)

モデルケース別設定値 ()内は蓄電容量(万kWh)

推定値 ()内は蓄電容量(万kWh)

概要版対象
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参考：併設型蓄電池の時間率

各メーカーは様々な時間率の併設型蓄電池を販売しているものの、1.5-3.0時間率の
間に収まる製品が多い。

メーカー 製品 蓄電容量(kWh)※2 定格出力(kW)※3 時間率(h)※4

A A-1 8.8 3.0-5.0 1.8-2.9

B

B-1 1.3 0.5 2.6

B-2 3.2 1.4 2.3

B-3 6.4 5.5 1.2

C C-1 14.8 - 3.0

D
D-1 5.0 3.0 1.7

D-2 10.1-15.2 4.5 2.2-3.4

E E-1 11.0-33.0 10.0 1.1-3.3

F F-1 7.7 - 2.3-3.3

G
G-1 7.3-12.3 6.0 1.2-2.1

G-2 2.8 1.5 1.9

H H-1 9.2 - 2.8

I
I-1 7.7 4.0 1.9

I-2 9.7 5.9 1.6

J J-1 6.4 3.0 2.1

J J-2 12.8 6.0 2.1

K K-1 3.1 2.0 1.6

※1 各会社の製品情報を基に事務局にて作成
※2蓄電容量未記載の会社・製品に対しては定格容量(kWh)を記載
※3定格出力未記載の会社・製品は最大出力想定(kW)を記載
※4 蓄電容量を定格出力で除することで算出。なお、定格出力の記載がない会社は、最大使用時間・充電回復時間を時間率として記載

家庭用蓄電池の仕様※1

供給力⑩需要地併設型蓄電池 概要版対象
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⑪系統用蓄電池

概要版対象
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系統用蓄電池モデルケースと実績値等との比較

※1系統接続契約申込み受付容量は「資料3-2 2026年度定期観測（詳細分析）検討結果」、系統用蓄電所の時間率は次頁を参照。
※2 蓄電容量の実績値および推定値は、次頁に記載の系統用蓄電所の設備仕様を参考に2023年度までは時間率3h、2024年度以降は時間率4hとして算出
※3 2025年7月に公表の将来の電力需給シナリオに関する検討会報告書

【各値の設定方法】
• 実績値および推定値は、2026年度供給計画の取りまとめ「表3-1 設備容量(全国合計)」の集計値を基に算出※2

• モデルケース別設定値は、報告書※3記載の設定値

系統用蓄電池の2025年度実績値は66万kWとなった。今後、拡大傾向が継続すれば、
2026年度には167万kW、2030年度以降は600万kWを超える水準で推移することが
見込まれる。一方で、系統接続契約申込み受付は約3,500万kW※1となっており、今後
の動向には留意が必要。なお、2024年度以降に運転開始した系統用蓄電所の時間率
の平均は約4h ※1となっている。

供給力⑪系統用蓄電池

凡例： 実績値 ()内は蓄電容量(万kWh)

モデルケース別設定値 ()内は蓄電容量(万kWh)

推定値 ()内は蓄電容量(万kWh)

概要版対象
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参考：系統用蓄電池の時間率

系統用蓄電所における蓄電池の時間率は、運転開始年度が2023年度以前の蓄電所
は平均約3h、2024年度以降の蓄電所は平均約4hとなっている。

蓄電所名 年度
蓄電容量

(kWh)

定格出力
(kW)

時間率
(h)※2

A 2023 23,000 11,000 2.1

B 2023 4,200 1,400 3.0

C 2023 5,100 2,000 2.6

D 2023 8,000 2,000 4.0

E 2023 4,580 1,500 3.1

F 2023 88,000 50,000 1.8

G 2024 43,000 10,700 4.0

H 2024 8,128 1,990 4.1

I 2024 8,400 2,000 4.2

J 2024 113,000 48,000 2.4

K 2024 6,880 2,000 3.4

L 2024 7,596 1,999 3.8

M 2024 7,404 1,998 3.7

※1 各蓄電所情報を基に事務局にて作成
※2 蓄電容量を定格出力で除することで算出

系統用蓄電所の設備仕様※1

供給力⑪系統用蓄電池

蓄電所名 年度
蓄電容量

(kWh)

定格出力
(kW)

時間率
(h)※2

N 2025 8,000 2,000 4.0

O 2025 8,000 2,000 4.0

P 2025 8,000 2,000 4.0

Q 2025 8,000 2,000 4.0

R 2025 5,300 1,000 5.3

S 2025 35,800 12,000 3.0

T 2025 7,400 1,990 3.7

U 2025 48,000 15,000 3.2

V 2025 8,000 2,000 4.0

W 2025 8,000 2,000 4.0

X 2025 130,390 29,970 4.4

Y 2025 104,000 50,000 2.1

Z 2026 8,000 2,000 4.0

AA 2026 8,000 2,000 4.0

AB 2026 8,000 2,000 4.0

AC 2026 10,000 2,000 5.0

年度 平均時間率(h)
2023 2.7

2024 3.7

2025 3.8

2026 4.3

運転開始年度ごとの平均時間率

概要版対象
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⑫火力

概要版対象
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長期脱炭素電源
オークション容量

火力(大ケース)モデルケースの観測結果
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単位：万kW 凡例： 合計 増加減少
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-200

-2,860
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2040年度設備容量 公表廃止 非効率火力廃止 共同火力の廃止 経年廃止 経年リプレース 公表新設 2050年度設備容量

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

報告書の値
3,900万kWから公表廃止
などにより600万kW減少

設備容量は報告書
の値13,580万kWか
ら580万kW減少

設備容量は報告書の値
13,370万kWから580万kW減少

報告書の値
2,590万kWから20万kW増加

供給力⑫火力

600~

2,200

長期脱炭素電源
オークション容量

長期脱炭素電源オークションにおいて3,900~5,500万kW増加する。経年リプレース
3,300万kW分を控除すると、新設分は下限が+600万kW、上限が+2,200万kWとなる

報告書公表以降、事業者から合計600万kW相当の経年火力廃止が公表されたため、
大ケースにおいては既に600万kW程度の減少が見込まれる。一方で、長期脱炭素電
源オークションにおいて「第4回入札(2026年度)からの7年間で合計3,900~5,500万
kWを目指す」こととされているため、今後も経年廃止および長期脱炭素電源オークショ
ンの動向などに留意が必要。

※ ※

※ 2026年7月時点の公表情報を反映

600~

2,200

概要版対象

長期脱炭素電源オークションにおいて3,900~5,500万kW増加する。経年リプレース
3,300万kW分を控除すると、新設分は下限が+600万kW、上限が+2,200万kWとなる
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参考：至近で新設・廃止・リプレースが公表されている事例

事業者
廃止 新設

出典
発電所名 燃種 定格容量 発電所名 燃種 定格容量

北陸電力
富山新港1号 石油 24万kW

富山新港LNG2号 LNG 60万kW 2025/4/28リリース
富山新港2号 石炭 25万kW

九州電力
新小倉3号 LNG 60万kW

新小倉6号 LNG 90万kW 2026/5/13リリース
新小倉5号 LNG 60万kW

JERA 袖ヶ浦4号 LNG 100万kW
新袖ヶ浦1号 LNG 87万kW 2025/11/4リリース 2026年度長期脱炭素電源

オークション約定結果新袖ヶ浦2号 LNG 87万kW

CEFH2 三池火力2号 石炭 16万kW 三池火力3号 水素 15万kW
2024/11リリース 2026年度長期脱炭素電源オー
クション約定結果

事業者 発電所名 燃種 定格容量 出典

東北電力 新潟5号 LNG 11万kW 2025/10/1リリース

JERA

袖ヶ浦1号 LNG 60万kW

2025/9/30リリース
姉崎5号 LNG 60万kW

姉崎6号 LNG 60万kW

広野2号 LNG 60万kW

渥美3号 石油 70万kW
2026/3/31リリース

渥美4号 石油 70万kW

関西電力
御坊1号 石油 60万kW

2025/9/26リリース
御坊2号 石油 60万kW

中山名古屋共同発電 名古屋 石炭 15万kW 2026/2/27リリース

北陸電力 福井三国1号 石油 25万kW 2026/3/24リリース

四国電力
坂出3号 石油 45万kW

2026/4/14リリース
阿南3号 石油 45万kW

【各値の設定方法】
報告書の値をベースにしつつ、報告書公表以降の各社公表情報および長期脱炭素電源オークション約定結果を基に、新設予定
を新設に、廃止/リプレース予定を経年リプレースに反映※

事業者 発電所名 燃種 定格容量 出典

ホクエナジー 第一 水素 11万kW 2026年度長期脱炭素電源オークション約定結果

廃
止

リ
プ
レ
ー
ス

新
設

供給力⑫火力 概要版対象

※新設・廃止・リプレース対象は各社公表情報を踏まえ事務局にて推定

https://www.rikuden.co.jp/press/attach/25042810.pdf
https://www.rikuden.co.jp/press/attach/25042810.pdf
https://www.kyuden.co.jp/press/2026/h260513-1.html
https://www.kyuden.co.jp/press/2026/h260513-1.html
https://www.jera.co.jp/static/files/%EF%BC%9C%E8%B3%87%E6%96%991%EF%BC%9E%20%E8%A2%96%E3%82%B1%E6%B5%A6%E7%81%AB%E5%8A%9B%E7%99%BA%E9%9B%BB%E6%89%80%E3%81%AE%E3%83%AA%E3%83%97%E3%83%AC%E3%83%BC%E3%82%B9%E8%A8%88%E7%94%BB%E6%A6%82%E8%A6%81.pdf
https://www.jera.co.jp/static/files/%EF%BC%9C%E8%B3%87%E6%96%991%EF%BC%9E%20%E8%A2%96%E3%82%B1%E6%B5%A6%E7%81%AB%E5%8A%9B%E7%99%BA%E9%9B%BB%E6%89%80%E3%81%AE%E3%83%AA%E3%83%97%E3%83%AC%E3%83%BC%E3%82%B9%E8%A8%88%E7%94%BB%E6%A6%82%E8%A6%81.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/various/capacity-market/jitsujukyukanren/2025_boshuyoukou_long/260513_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2025.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/various/capacity-market/jitsujukyukanren/2025_boshuyoukou_long/260513_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2025.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/various/capacity-market/jitsujukyukanren/2025_boshuyoukou_long/260513_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2025.pdf
https://www.cefhh.com/index.html
https://www.cefhh.com/index.html
https://www.occto.or.jp/assets/various/capacity-market/jitsujukyukanren/2025_boshuyoukou_long/260513_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2025.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/various/capacity-market/jitsujukyukanren/2025_boshuyoukou_long/260513_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2025.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/various/capacity-market/jitsujukyukanren/2025_boshuyoukou_long/260513_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2025.pdf
https://www.tohoku-epco.co.jp/news/normal/__icsFiles/afieldfile/2025/10/01/1247610.pdf
https://www.tohoku-epco.co.jp/news/normal/__icsFiles/afieldfile/2025/10/01/1247610.pdf
https://www.jera.co.jp/news/information/20250930_2275
https://www.jera.co.jp/news/information/20250930_2275
https://www.jera.co.jp/news/information/20260331_2389
https://www.jera.co.jp/news/information/20260331_2389
https://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2025/pdf/20250926_1j.pdf
https://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2025/pdf/20250926_1j.pdf
https://www.osakagas.co.jp/company/press/pr2026/1798371_60967.html
https://www.osakagas.co.jp/company/press/pr2026/1798371_60967.html
https://www.rikuden.co.jp/press/attach/26032401.pdf
https://www.rikuden.co.jp/press/attach/26032401.pdf
https://www.yonden.co.jp/press/2026/__icsFiles/afieldfile/2026/04/14/pr005.pdf
https://www.yonden.co.jp/press/2026/__icsFiles/afieldfile/2026/04/14/pr005.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/various/capacity-market/jitsujukyukanren/2025_boshuyoukou_long/260513_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2025.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/various/capacity-market/jitsujukyukanren/2025_boshuyoukou_long/260513_longauction_youryouyakujokekka_kouhyou_besshi_ousatsu2025.pdf
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参考：長期脱炭素電源オークションにおけるLNG専焼火力の募集方針

※資源エネルギー庁「長期脱炭素電源オークションについて 2026年6月5日」

供給力⑫火力 概要版対象
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